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　中国経済はチャイナマネーといわれる膨大な投資資金で世界を席巻しているように見

える。近年世界の第１の外貨準備保有（2011年3月時点で2.8兆ドル）を盾に、海外投資・M&Aを活発に展開している。
中国の2009年の対外直接投資額（金融を除く）は、金融危機の影響があったにも関わらず前年比約7％増の433億ドルに達した。これは5年前（04年）の8倍にも相当する。さらに2010年の対外直接投資額は昨年と比べ36.3％大幅増と590億ドルに達している。中国（非金融系）企業は3,125社が129の国・地域にわたり事業が行っている。
その中で対日直接投資は、統計データでまだ大きい金額とは言えないが対日投資・M&Aの活発な動きを見せている。2010年5月、中国繊維大手、山東如意科技集団が、レナウンの持ち株41%を買収、筆頭株主になった。また09年6月、量販大手の蘇寧電器がラオックスの株式27.36％を取得、筆頭株主となった。
上述の買収案件のほか、尚徳太陽能電力による同業のシャープ傘下のMSK（06年）、上海電気集団による工作機械メーカー池貝（04年）やアキヤマ印刷機製造（02年）、薬品大手三九集団による東亜製薬（03年）の買収などがある。
また09年11月、中国の大手化粧品企業の隆力奇生物科技は、R＆D（研究開発）拠点として、日本法人BHIを設立した。02年に著名なハイアールも日本に進出している。中国の海外投資・M&Aの背景には、アフリカ・中東・南米などで、主に資源確保・市場シェアの拡大ガあり、日本など先進国で、市場開拓以外に主に技術資源の吸収・獲得にある。
中国はこれまでモノづくり技術が外資にかなり度合いで依存していて、一部地場企業を除き、外資企業が主役を担ってきた。2000年以来、中国の製品輸出の6割近くを外資系企業が担っている。しかもその中に外資系企業による技術集約度・付加価値の高い製品の輸出は、全体の8割も占めている。
また、中国における新技術・製品開発も、その過半数は外資系企業によるものだ。さらに世界500強企業のランキングには、日米欧諸国の自動車、電機等それぞれ数十社がランクされている。それに対し、ランクされた中国企業は殆ど銀行、資源系で、メーカーはあまりない。中国企業は資金が豊富だが、モノづくりの高機能技術・ブランド力に欠けている。それゆえ、中国企業はM&A等を通じ、先進国特に近隣の日本企業の技術資源の獲得を狙っているのである。例えば、山東如意科技集団邱会長は先日、記者会見で「レナウンを通して日本企業の良さを学びたい」と強調した。同集団はレナウンのシンプルライフなど有力なブランドを獲得した。また、上海電気は、アキヤマと池貝会社の買収により、印刷機械製造や旋盤・NC工作機械な等先進技術を手に入れた。

中国では、海外進出を通じ先進国技術・ブランド獲得に努めているが、研究開発の主役であるべき企業の多くでは、経営者が利益と配当を重視し、投資期間が長く、リスクを秘める研究開発への関心が薄い。豊富な資金はもの作りや研究開発より収益率の高い不動産など売買に向けられている。

電気自動車のBYD、家電のハイアール、ＩＴ（情報技術）の華為技術など数少ない企業経営者を除き、かつてのトヨタの豊田章一郎、パナソニックの松下幸之助などのように、イノベーションに尽し、モノづくり技術に拘る経営者は少ない。
　要するに日本にとって、中国パワーを客観的に認識すべきで、中国の弱い一面が、日本に優位な一面である。モノづくり技術・ノウハウ及びアイデアや創意工夫の面では、日本が長けており、この部分を活用、伸ばす政策が必要である。中国にも独創性の部分で売りこんで行ける要素が十分あり、ビジネスとして成り立つのである。
　

